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「日本再興戦略」改訂 2015－未来への投資・生産性革命－ 

（平成 27年６月 30日閣議決定） 

＜関係部分抜粋＞ 

 

第一 総論 

Ⅰ．日本再興戦略改訂の基本的な考え方 

 

（アベノミクス第二ステージ） 

日本経済は、かつての強さを取り戻しつつある。 

 

今から２年半前、安倍政権をスタートさせた時は、日本経済は、需要不足か

ら来るデフレ経済の泥沼から抜けきれず、企業も国民も将来への展望を描きき

れない状態にあった。 

 

こうした状況を打破すべく、政権発足後、矢継ぎ早に、大胆な金融緩和政策

という第一の矢、機動的な財政政策という第二の矢を放ち、マクロ面から需要

を支え、喚起するための対策を講じたところである。今は、企業や国民のデフ

レマインドを払拭するための構造改革としての第三の矢の成長戦略を大胆かつ

スピード感を持って「実行している最中」にある。 

 

農業、医療、エネルギー、雇用など岩盤規制が残る分野で「戦後以来の大改

革」を断行する一方で、法人税改革やコーポレートガバナンス強化、経済連携

交渉への本格的な取組など、企業経営者による「攻めの経営」を後押しするた

めの対策を次々と決断し、実行に移してきた。さらには、国民や企業の間に蔓

延するデフレマインドの払拭を狙って、「政労使会議」を活用した賃上げ要請・

価格転嫁対策を展開してきた。 

 

この結果、企業収益は過去最高を記録し、その収益が２年連続で賃上げに振

り向けられ、凍り付いていた消費もようやく持ち直しの兆しを見せ始めている。

失業率は３％台前半まで低下し、有効求人倍率も 23年ぶりの高水準に達し、雇

用者数が 100万人も増加した。今後、労働需給はさらにタイト化し、GDPギャッ

プが急速に縮小するとともに、デフレからの脱却が実現していくことが予想さ

れる。 

 

経済の好循環は着実に回り始めているのである。 
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（中略） 

 

経済再生なくして財政健全化なし。経済成長を持続的なものとすることに全

力を挙げつつ、強い姿勢・決意をもって財政健全化に取り組む。経済再生と財

政健全化を両立させるためにも成長戦略は常に進化するものでなければならな

い。 

 

第二 ３つのアクションプラン 

一．日本産業再興プラン 

２．雇用制度改革・人材力の強化 

２－１．失業なき労働移動の実現/マッチング機能の強化/多様な働き方の実現/

若者・高齢者等の活躍推進/グローバル化等に対応する人材力の強化 

（３）新たに講ずべき具体的施策 

ⅰ）働き方改革の実行・実現 

「『日本再興戦略』改訂 2014」に掲げられた「働き方改革の実現」に取り組

む。このため、引き続き、働き過ぎ防止のための取組を強力に推進しつつ、労

働基準法等の一部を改正する法律案の早期成立を図り、「世界トップレベルの

雇用環境・働き方」を実現する。 

 

③持続的な経済成長に向けた最低賃金の引上げのための環境整備 

すべての所得層での賃金上昇と企業収益向上の好循環が持続・拡大される

よう、中小企業・小規模事業者の生産性向上等のための支援を図りつつ、最

低賃金の引上げに努める。 

 

 


